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留意点
構成⽐については⼩数点以下を四捨五⼊しているため、回答があっても0%と表⽰される場合や合計が100%に
ならない場合があります。また、サーベイ結果ハイライトとサーベイ結果詳細の構成⽐に差が⽣じる場合があります。
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Executive
Summary

本調査は、マーサーモビリティデータ等をご利⽤いただいている⽇本企業を対象として、2023年9⽉5⽇から11⽉24⽇までの間に実施したオン
ライン調査であり、299社から回答を得ることができた。

1. ⾃社社員が配偶者の海外赴任に帯同する場合の取り扱いについて
⾃社社員が配偶者の海外赴任に帯同する場合の制度・施策として、「休職制度」を有しているのは110社（37%）、「再雇⽤制度」91社
（30%）であり、キャリア継続のための配慮を⾏っている企業が⼀定数あることがうかがえる。少数ではあるが「同じ任地に海外赴任者として派
遣」15社（5%）「赴任先においてリモートで本国の業務を継続」8社（3%）といった施策を有する企業もある。⼀⽅で「特になし」と回答し
た企業が116社（39%）であった。
休職制度を有する企業について、休職を認める期間は「1年以上3年未満」が最も多く56社（51%）であった。休職期間中に産休や育休
を取得する場合の取り扱いについては、49社（53%）が産休や育休の取得有無に関わらず帯同のための休職を認める期間は変わらない、
と回答している。休職を認める回数については「制限を設けていない」とした企業が73社（67%）だった。制限を設けている場合、その回数は
「1回のみ」が26社（72%）と最も多かった。

2. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者の就労について
⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者の就労については、最も多かったのが「関与しない」の92社（31%）であった。そして「条件付きで認め
ている」が78社（26%）で続いており、「認めている」44社（15%）、「認めていないが今後は⾒直す予定」16社（5%）を合わせると、5
割弱の企業が就労を認める⽅針であることが分かった。「認めない」としたのは41社（14%）であった。
就労を認める理由としては「会社が制限できるものではない」、「禁⽌する理由がない」という回答のほか、「キャリア断絶のリスクの軽減」、「配偶
者が外国籍等で赴任地での⾔葉の壁が無く、就労が可能なケースが増えてきた」という回答もみられた。
「関与しない」の理由としては、「個⼈の⾃由」、「会社としては制御できない」といった、個⼈の判断に任せ会社はサポートはしないとし暗黙のう
ちに就労を認めている回答や、「具体的なニーズ、前例がない」、「定めていない、検討していない」のような会社の⽅針を明確にしていない回答
がみられた。
⼀⽅で「認めない」の背景としては「ビザ取得や納税の問題」を挙げた企業が17社あったほか、「就労を認める規定になっていない」、「駐在員の
収⼊で⽣計を⽴てていることが帯同条件となっている」のような制度上の理由を挙げる回答もあった。
帯同する配偶者の就労を「認めている」または「条件付きで認めている」企業のうち、任地での配偶者の税務や就労ビザの⼿続きについては
「会社は関与しない」が最も多く65社（53%）、「情報提供等の⼀定の⽀援はするが、⼿続きは本⼈の責任とする」が40社（33%）となっ
ており、⼿続きは本⼈が⾏う前提としている企業が多いことがうかがえる。

3. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について
本セクションで挙げた9の⽀援策のうち、最も多くの企業が⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者に対し⽀援策があると回答したのは「帯同前
や帯同中の語学教育費補助」で241社（81%）だった。これに続いて⽀援策があると回答があったのは、「（配偶者が⼥性の場合）妊娠・
出産に関わる⾦銭⾯のサポート」185社（62%）、「異⽂化研修の実施」85社（28%）、「赴任前視察への同⾏費⽤補助」69社
（23%） 、「（配偶者が⼥性の場合）妊娠・出産に関わる⾦銭⾯以外のサポート」66社（22％）となっている。
キャリアに関わる⽀援策については、「キャリアカウンセリングの実施」が10社（3%）、「任地での就職に関するアドバイスや就業先の斡旋」6社
（2％）と、⽀援策がある企業はごく少数に限られる。
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Executive
Summary

その他の⽀援策としては、「配偶者の⾃動⾞貸与や購⼊費⽤の⼀部補填」、「（現地で出産の場合）介護⼈渡航費⽤負担」等のほか、
「オンライン医療相談サービス」、「メンタル・健康に関する相談窓⼝の設置」、「⼈間ドックの費⽤の補助」といった医療に関わるものも挙げら
れた。
⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者に対する⽀援を⽬的とした⼿当については、「⽀給していない」が223社（75%）となっており、「⽀
給している」71社（24%）を⼤きく上回る結果であった。⽀給している理由としては、「精神的不安やストレス対する補償」、「帯同に対する
⽣活費増への補填」といった回答が多くみられたほか、「就労制限や⽣活収⼊がないことに対する⾦銭的⽀援」という回答もあった。

4. 海外赴任先での不妊治療費⽤の取り扱いについて
2022年4⽉から⼀般赴任治療や⽣殖補助医療が新たに健保適⽤となったことを受け、本セクションでは⾃社海外赴任者あるいはその帯
同配偶者が赴任先で不妊治療を希望する場合に健保適⽤対象となる不妊治療費をどのように扱うかを聞いた。「すべて⾃⼰負担」が58
社（20%）、「⽇本の健康保険の3割を超える部分を会社負担」が49社（17%）、「全て会社負担」が33社（11%）と、取り扱いが
分かれる結果となった。「グローバル医療保険等、不妊治療を保障する保険でカバー」と回答した企業も23社（8%）あった。
ただし、最も多かったのは「その他」の104社（35%）であった。その詳細としては「事例が無く未検討」、「現在検討中」といった回答が多く
挙げられた。そのほかには「保険適⽤しない物は基本的に個⼈負担だが、混合治療等の場合は、別途協議」、「検査、対処治療は会社負
担。原因不明の場合の⽣殖医療等は別途相談」等があった。
また、2022年4⽉から⼀般不妊治療や⽣殖補助医療が新たに健保適⽤となったことを受けて海外赴任者の不妊治療費⽤の取り扱いを
変更したかという問いに対しては、「変更した」が39社（13%）、「変更していないが、⾒直しを検討中」が44社（15%）と約3割の企業
が変更が必要だと判断したことがうかがえるが、「変更していない」と回答した企業が213社（72%）と最も多かった。
海外赴任先での不妊治療に関して課題と感じていることについては多くの回答が得られたが、最も多かったのは「治療費が⾼額になる」ことへ
の懸念であった。また「治療内容の幅が広く、国による違いもあり、健保の適⽤対象かどうかの判断が難しい」といった回答も同様に多くみられ、
情報収集の難しさを課題と感じている様⼦がうかがえる。
ほかには「赴任地による医療レベル差に対する不公平感」、「国内社員との公平性」のような社員間、赴任者間の公平性を懸念する声や、
「会社が費⽤を負担することにより赴任先での不妊治療希望者が増える恐れがある」、「不妊治療を希望する社員の派遣是⾮」といった赴
任先での不妊治療そのものへの懸念を⽰す回答もみられた。また、「不妊治療というセンシティブな情報を扱うこと」に対する抵抗感や難しさ
を挙げる企業も複数あった。そして、「現⾏の規程では対応できない」、「事例がないのでどのように取り扱えばよいか分からない」という回答も
あり、不妊治療の取り扱いがまだ検討事項として挙げられていなかった企業があることも分かった。
海外赴任の成功を考える上で、赴任者だけでなくその家族も含めたウェルビーイングを意識した施策が今後ますます重要となる。本調査で取
り上げた帯同する配偶者への⽀援はウェルビーイングに資する施策の⼀つであり、例えば従来の規程では考慮されることが少なかった配偶者
のキャリアを想定した規程の⾒直しも課題の⼀つとなるだろう。また、不妊治療については赴任者とその家族いずれにも関わる問題であり、明
確なルールを設けておかなければ会社が予期せず⾼額な費⽤を負担することにもなりかねない。

本サーベイの結果が、貴社における今後の施策検討の⼀助となれば幸いである。
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1.
⾃社社員が配偶者の海外赴任に帯同する場合の取り扱いについて

回答︓299社

1.1
⾃社社員が配偶者の海外赴任に
帯同する場合に、以下の制度、施策
はありますか（複数回答可）
※夫婦ともに⾃社社員かどうかは問いません

休職制度

特に無し

再雇⽤制度

37％

39％

30％

※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。
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同じ任地に
海外赴任者として派遣 5％
赴任先において、リモート
で本国の業務を継続 3％
同じ任地の
現地法⼈で雇⽤ 1％

その他 7％
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回答︓110社

1.1.1
休職を認める期間についてお答えください

1.1.1.1
休職期間中の産休や育休をどのように
扱いますか

1年以上3年未満

30％

15％

4％

産休や育休の取得がある場合、帯同のための休職を認める期間を延⻑する

その他

産休や育休の取得有無に関わらず、帯同のための休職を認める期間は変わらない

53％

35％

※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

1年未満

回答︓93社
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期間の定めなし
12％

51％

3年以上5年未満
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※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

回答︓109社

1.1.2
休職を認める回数に制限を設けていますか

1.1.2.1
休職を認める回数を選択ください

設けていない

設けている

67％

33％

回答︓36社

1回

2回

72％

22％

3回以上 0％

その他 6％
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※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

回答︓299社

2.1
⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者の
就労を認めていますか
※帯同配偶者が⾃社社員かどうかは問いません

回答︓122社

72％

2.
⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者の就労について

認めている
15%

条件付きで
認めている

26%

認めない
14%

認めていないが今
後は⾒直す予定

5%

関与しない
31%

その他
9%

2.1.2
任地での配偶者の税務や就労ビザの⼿
続きはどうしていますか

⾃社海外赴任
者と同様に会社
が⼿続きを⾏う

10%

情報提供等の⼀定の
⽀援はするが、⼿続き
は本⼈の責任とする

33%

会社は関与しない
53%

その他
4%
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※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

回答︓299社

赴任前視察への同⾏費⽤補助

回答︓297社

3.
⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について

⽀援策がある
23%

配偶者も⾃社
社員の場合に
限って⽀援策
がある
1%

⽀援策はない
72%

その他
4%

3.1 ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について、各施策の有無をお答えください

⽀援策がある
81%

配偶者も⾃社
社員の場合に
限って⽀援策
がある
2%

⽀援策はない
15%

その他
2%

帯同前や帯同中の語学教育費補助

回答︓299社

異⽂化研修の実施

⽀援策がある
28%

配偶者も⾃社
社員の場合に
限って⽀援策が

ある
1%

⽀援策はない
67%

その他
4%
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※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

回答︓297社

キャリアカウンセリングの実施

回答︓299社

⽀援策がある
3%

配偶者も⾃社
社員の場合に
限って⽀援策
がある
5%

⽀援策はない
91%

その他
1%

⽀援策がある
5%

⽀援策はない
94%

その他
1%

趣味や⼀般教養講座に関する補助

回答︓297社

任地での就職に関する
アドバイスや就業先の斡旋

⽀援策がある
2%

⽀援策はない
97%

その他
1%

3.1 ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について、各施策の有無をお答えください
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※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

回答︓297社

（キャリア維持を⽬的とした）
教育に対する授業料等の補助

回答︓296社

⽀援策がある
2% 配偶者も⾃社

社員の場合に
限って⽀援策
がある
1%

⽀援策はない
96%

その他
1%

⽀援策がある
22%

配偶者も⾃社
社員の場合に
限って⽀援策
がある
2%

⽀援策はない
71%

その他
5%

（配偶者が⼥性の場合）
妊娠・出産に関わる
⾦銭⾯以外のサポート

回答︓298社

（配偶者が⼥性の場合）
妊娠・出産に関わる
⾦銭⾯のサポート

⽀援策がある
62%

配偶者も⾃社
社員の場合に
限って⽀援策が

ある
3%

⽀援策はない
29%

その他
6%

3.1 ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について、各施策の有無をお答えください
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※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

回答︓299社

配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀給

24％

3.2 ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者に対する⽀援を⽬的とした⼿当を⽀給していますか

⽀給していない

2％

75％

⽀給している

⽀給していないが、⽀給を検討中

0％
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※サーベイ結果詳細はp.13以降をご参照ください。

回答︓296社

4.1
⾃社海外赴任者あるいはその帯同配偶者が赴任
先で不妊治療を希望する場合、健保適⽤対象と
なる不妊治療費をどのように扱いますか

回答︓296社

4.
海外赴任先での不妊治療費⽤の取り扱いについて

4.2
2022年4⽉から⼀般不妊治療や⽣殖補助医療
が新たに健保適⽤となったことを受け、海外赴任
者の不妊治療費⽤の取り扱いを変更しましたか

17％

11％

35％その他

20％すべて⾃⼰負担
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15％

13％変更した

変更していないが、
⾒直しを検討中

変更していない 72％
すべて会社負担
⽇本の健康保険の3割を
超える部分を会社負担 Sample



サーベイ結果詳細
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1.1 ⾃社社員が配偶者の海外赴任に帯同する場合に、以下の制度、施策はありますか（複数回答可）
（夫婦ともに⾃社社員かどうかは問いません）

回答数 ％
休職制度 110 37%
再雇⽤制度 91 30%
同じ任地に海外赴任者として派遣 15 5%
同じ任地の現地法⼈で雇⽤ 4 1%
赴任先において、リモートで本国の業務を継続 8 3%
特に無し 116 39%
その他 21 7%
合計 299

1. ⾃社社員が配偶者の海外赴任に帯同する場合の取り扱いについて

1.1.1 休職を認める期間についてお答えください
回答数 ％

1年未満 4 4%
1年以上3年未満 56 51%
3年以上5年未満 33 30%
期間の定めなし 17 15%
合計 110 100%

1.1.1.1 休職期間中の産休や育休をどのように扱いますか
回答数 ％

産休や育休の取得がある場合、帯同のための休職を認める期間を延⻑する
（休職期間が終了するタイミングは産休や育休の取得期間に応じ延⻑される） 33 35%

産休や育休の取得有無に関わらず、帯同のための休職を認める期間は変わらない
（休職期間が終了するタイミングは変わらない） 49 53%

その他 11 12%
合計 93 100%

その他︓主な回答
休職制度を検討中
休職制度は夫婦ともに⾃社社員の場合に限定
制度化していないが、個別に対応している
退職後、業務委託として仕事を発注

その他︓主な回答
産休・育休・帯同休暇のうち、終了⽇が⼀番遅い制度が適⽤される
産休、育休取得の場合、帯同休暇は終了となる
産休・育休・帯同休暇のうち、制度および期間については本⼈が選択

Sample



1.1.2 休職を認める回数に制限を設けていますか
回答数 ％

設けている 36 33%
設けていない 73 67%
合計 109 100%

1.1.2.1 休職を認める回数を選択ください
回答数 ％

1回 26 72%
2回 8 22%
3回以上 0 0%
その他 2 6%
合計 36 100%
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1. ⾃社社員が配偶者の海外赴任に帯同する場合の取り扱いについて

その他︓主な回答
原則、１事由につき１回

Sample



2.1 ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者の就労を認めていますか
（帯同配偶者が⾃社社員かどうかは問いません）

回答数 ％
認めている 44 15%
条件付きで認めている 78 26%
認めない 41 14%
認めていないが今後は⾒直す予定 16 5%
関与しない 92 31%
その他 28 9%
合計 299 100%

2.1.1 その理由をお答えください
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2. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者の就労について

その他︓主な回答
規程していない、制度の策定を検討中
ビザ取得、就労許可、税務など個⼈で責任を負ってもらうことによって容認している
就労する場合、帯同家族としての⽀援は⾏わない

●認めている
会社が配偶者の就労を制限するものではないため
配偶者のキャリア断絶のリスクを軽減するため
配偶者ビザで就労可能な国が増えてきており、任地での就労を希望するニーズが⾼まっているため
配偶者が外国籍、または任地国出⾝であるケースが増えているため

●条件付きで認めている
ビザ取得や税務を⾃⾝で⾏うことが可能であれば、会社が配偶者の就労を制限する理由がないため
配偶者の就労を認めるが、配偶者分に相当する各種⼿当の⽀給はしない
配偶者の就労を認めるが、就業にあたってのサポートはしない

●認めない
ビザ取り扱い上のトラブル回避のため、就労を認めていない
配偶者の税務まで会社が⾏うことができないため
派遣者本⼈によって扶養されることが帯同条件のため
配偶者の就労上の安全に会社として責任が持てないため

●認めていないが今後は⾒直す予定
配偶者の就業のニーズが⾼まっているため
認めないままとするのは、職業選択の⾃由を会社が妨げることとなり、社会の状況に沿わないものと考えるため
就労ビザ取得可能の場合、条件付きで認める措置が必要と認識している
扶養前提で⽀給している帯同家族に対するベネフィットの取り扱いについて検討中

●関与しない
個⼈事由のため、会社としては関与せず、⾃⼰責任としている
配偶者ビザで就労可能なケースなど、国ごとに条件が異なり⼀律のルールが制定できないため
事例がないため
規程化できていないため

●その他
任地での税務処理など考え⽅が整理できていない
派遣者からの問い合わせも増えていることから、配偶者就労のケースの制度策定の必要性を感じている

Sample



2.1.2 任地での配偶者の税務や就労ビザの⼿続きはどうしていますか
回答数 ％

⾃社海外赴任者と同様に会社が⼿続きを⾏う 12 10%
情報提供等の⼀定の⽀援はするが、⼿続きは本⼈の責任とする 40 33%
会社は関与しない 65 53%
その他 5 4%
合計 122 100%
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2. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者の就労について

その他︓主な回答
配偶者も⾃社社員の場合、⾃社で⼿続きを⾏う
帯同者ビザで就労できる範囲に限定。税務に関しては関与しない

Sample



3.1 ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について、以下の各施策の有無をお答えください

赴任前視察への同⾏費⽤補助
回答数 ％

⽀援策がある 69 23%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 3 1%
⽀援策はない 216 72%
その他 11 4%
合計 299 100%

異⽂化研修の実施
回答数 ％

⽀援策がある 85 28%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 4 1%
⽀援策はない 199 67%
その他 11 4%
合計 299 100%

帯同前や帯同中の語学教育費補助
回答数 ％

⽀援策がある 241 81%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 5 2%
⽀援策はない 45 15%
その他 6 2%
合計 297 100%
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3. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について

その他︓主な回答
赴任先が特定の国の場合、補助している
現時点で⽀援策はないが、導⼊に向けて検討している
赴任後に発⽣する家族呼び寄せ制度を赴任前の現地視察の同⾏として代替利⽤するこ
とを認めている

その他︓主な回答
海外⼦⼥教育財団の利⽤や、外部のセミナーやオリエンテーションへの参加を認めている
希望がある場合、個別に検討

その他︓主な回答
配偶者が有職者の場合は補助しない
現時点で⽀援策はないが、導⼊に向けて検討している

キャリアカウンセリングの実施
回答数 ％

⽀援策がある 10 3%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 13 4%
⽀援策はない 271 91%
その他 3 1%
合計 297 100%

その他︓主な回答
キャリア・健康等相談できる外部サービスを帯同家族も利⽤可能としている
メンタルヘルス維持のためのカウンセリング制度を設定している

Sample



任地での就職に関するアドバイスや就業先の斡旋
回答数 ％

⽀援策がある 6 2%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 0 0%
⽀援策はない 289 97%
その他 2 1%
合計 297 100%

趣味や⼀般教養講座に関する補助
回答数 ％

⽀援策がある 13 4%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 0 0%
⽀援策はない 282 94%
その他 4 1%
合計 299 100%

（キャリア維持を⽬的とした）教育に対する授業料等の補助
回答数 ％

⽀援策がある 6 2%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 3 1%
⽀援策はない 286 96%
その他 2 1%
合計 297 100%

（配偶者が⼥性の場合）妊娠・出産に関わる⾦銭⾯のサポート
回答数 ％

⽀援策がある 185 62%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 8 3%
⽀援策はない 86 29%
その他 19 6%
合計 298 100%
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3. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について

その他︓主な回答
現時点で⽀援策はないが、導⼊に向けて検討している

その他︓主な回答
Eラーニング、新聞雑誌の購読、書籍の斡旋販売サービスを提供
国内勤務者と同様の福利厚⽣の利⽤が可能

その他︓主な回答
Eラーニング程度の⽀援策はある
現時点で⽀援策はないが、導⼊に向けて検討している

その他︓主な回答
⼀時帰国費⽤を会社負担としている
国内健保と同等の範囲内で会社負担としている
保険でカバーされない費⽤の半額を会社負担としているSample



（配偶者が⼥性の場合）妊娠・出産に関わる⾦銭⾯以外のサポート
回答数 ％

⽀援策がある 66 22%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⽀援策がある 7 2%
⽀援策はない 210 71%
その他 13 4%
合計 296 100%

上記以外の⽀援策がある場合は詳細を⼊⼒ください

任地で配偶者が使⽤する⾞の貸与または購⼊費⽤、運転⼿雇⽤費⽤の補助
オンライン医療相談サービスの利⽤、⽇系病院の紹介
赴帰任⽀度料、渡航にかかる実費費⽤

3.2 ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者に対する⽀援を⽬的とした⼿当を⽀給していますか
回答数 ％

⽀給している 71 24%
配偶者も⾃社社員の場合に限って⼿当を⽀給している 0 0%
⽀給していない 223 75%
⽀給していないが、⽀給を検討中 5 2%
合計 299 100%

3.2.1 その⼿当を⽀給する理由をお答えください

環境変化による精神的負担に対する⾦銭的補償のため
任地での⽣活基盤を整えるため
就労制限による機会損失に対する⾦銭的補償のため
任地での充実した⽣活につなげ、赴任者本⼈の業務への注⼒を引き出すため
家族帯同を原則としているため

20© All rights reserved, Mercer Japan Ltd. 2023

3. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について

その他︓主な回答
任地で出産の場合、介助者１名分のフライト代を会社負担している
⼀時帰国して出産する場合、同⾏を必要とする⼦⼥のフライト代も負担している
健保⼿続きのサポート
妊婦健診費⽤の補助

Sample



3.3 帯同する配偶者への⽀援策に関して、課題と感じていることがあれば⼊⼒ください

任地での就業およびキャリア継続の⽀援と、それに伴う税務対応
メンタルヘルスに関するサポート
配偶者が⾃社社員の場合、帯同後のリモートによる継続就労
妊娠、出産に関する費⽤補助
不妊治療の費⽤補助
他社事例やニーズの把握
赴任者の属性の多様化、任地国によって異なる状況に対応しうる制度設計
語学/異⽂化研修、シッター補助、⾃家⽤⾞の補助など
⼿当⽔準の妥当性
配偶者都合で海外赴任を拒否するケースに対応しうる⽀援策の策定
配偶者も⾃社社員の場合、部署での⽋員補充やサポート体制の構築
配偶者が他企業に就業しており、⽀援について会社間で連携がとれていない懸念
育休中に帯同するケース、また任地で育休を取得するケースなどの制度が整備されていない
国内事業や独⾝社員との公平性を鑑みて、どこまで帯同家族に対する⽀援を会社がすべきか
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3. ⾃社の海外赴任者に帯同する配偶者への⽀援策について

Sample
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4. 海外赴任先での不妊治療費⽤の取り扱いについて
4.1 2022年4⽉から⼀般不妊治療や⽣殖補助医療が新たに健保適⽤となりましたが、⾃社海外赴任者あるいはその
帯同配偶者が赴任先で不妊治療を希望する場合、健保適⽤対象となる不妊治療費をどのように扱いますか

回答数 ％
すべて⾃⼰負担 58 20%
⼀定額を超える分を⾃⼰負担 19 6%
⽇本の健康保険の3割を超える部分を会社負担 49 17%
任地で発⽣する治療費の3割を超える部分を会社負担 10 3%
すべて会社負担 33 11%
グローバル医療保険等、不妊治療を保障する保険でカバー 23 8%
その他 104 35%
合計 296 100%

4.2 2022年4⽉から⼀般不妊治療や⽣殖補助医療が新たに健保適⽤となったことを受け、海外赴任者の不妊治療費
⽤の取り扱いを変更しましたか

回答数 ％
変更した 39 13%
変更していない 213 72%
変更していないが、⾒直しを検討中 44 15%
合計 296 100%

4.3 海外赴任先での不妊治療に関して、課題と感じていることがあれば⼊⼒ください

治療費が⾼額になることもあり、会社がどこまで負担するか
国による費⽤や治療法の違い、また治療を受けられない任地との公平性
センシティブ情報の取り扱いについて
事例がなく、他社事例を参考にした上で制度設計を検討したい
海外で治療した場合、治療内容が国内健保適⽤範囲内かどうか判断が難しい
治療開始後に国内健保適⽤不可となった場合の取り扱い
国内社員と派遣者の公平性
不妊治療を開始する場合は帰国させる⽅向だが、本⼈が任地での就労継続を希望した際の取り扱いについて

その他︓主な回答
実績、事例が無い。規定化に向けて検討している
国内健保の適⽤範囲について全て会社負担
国内健保の海外療養費で対応している
グローバル医療保険を導⼊予定
⼀般不妊治療は補助するが、⽣殖補助医療は会社による補助はしない
⾼度先進医療に該当するケースは個別判断

Sample
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Sample
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株式会社ADKホールディングス
DOWAホールディングス株式会社
株式会社EARTHBRAIN
ENEOS株式会社
株式会社ＧＳユアサ
H.U.グループホールディングス株式会社
株式会社IHI
株式会社INPEX
i-PRO株式会社
株式会社JALUX
株式会社JERA
JFEエンジニアリング株式会社
JFE商事株式会社
JNC株式会社
株式会社JSP
株式会社 JTB
JUKI株式会社
ＪＸ⾦属株式会社
株式会社KADOKAWA
KDDI株式会社
KOA株式会社
株式会社LIXIL
NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社
NISSHA株式会社
NRS株式会社
株式会社NSD
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NTN株式会社
株式会社OCS
RIZAPグループ株式会社
株式会社RYODEN
株式会社SCREENホールディングス
SCSK株式会社
SGHグローバル・ジャパン株式会社
SMBC⽇興証券株式会社
TDK株式会社
TIS株式会社
TOPPANホールディングス株式会社
ＴＯＴＯ株式会社
株式会社UACJ
アース製薬株式会社
株式会社アーレスティ
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
愛三⼯業株式会社
株式会社アイシン
アイシン⾼丘株式会社
株式会社アイセロ
アイダエンジニアリング株式会社
株式会社アウトソーシング
曙ブレーキ⼯業株式会社
旭化成株式会社
アサヒグループホールディングス株式会社
旭ダイヤモンド⼯業株式会社

旭有機材株式会社
株式会社あじかん
味の素株式会社
アズビル株式会社
株式会社アドヴィックス
株式会社アマダ
株式会社アルビオン
アンリツ株式会社
イオン株式会社
イオンモール株式会社
池上通信機株式会社
市光⼯業株式会社
出光興産株式会社
伊藤忠商事株式会社
伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社
イビデン株式会社
ウイングアーク１ｓｔ株式会社
⾅井国際産業株式会社
エア・ウォーター株式会社
株式会社エイチ・アイ・エス
エバラ⾷品⼯業株式会社
株式会社エフ・シー・シー
エレマテック株式会社
オイシックス・ラ・⼤地株式会社
⼤阪ガス株式会社
オー・ジー株式会社

オーシャンネットワークエクスプレスジャパン株式会社
株式会社オープンハウスグループ
岡⾕鋼機株式会社
⼩川⾹料株式会社
株式会社オティックスホールディングス
株式会社⼩野測器
オリエンタルモーター株式会社
株式会社オンチップ・バイオテクノロジーズ
花王株式会社
カゴメ株式会社
カシオ計算機株式会社
株式会社カシワバラ･コーポレーション
株式会社カネカ
川崎汽船株式会社
川崎重⼯業株式会社
関⻄ペイント株式会社
株式会社キーエンス
キッコーマン株式会社
株式会社キッツ
協和キリン株式会社
株式会社クボタ
株式会社クラレ
株式会社クレステック
グローブライド株式会社
グローリー株式会社
⽉桂冠株式会社
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株式会社東研サーモテック
株式会社東芝
東プレ株式会社
東洋棉花株式会社
豊⽥合成株式会社
豊⽥通商株式会社
トヨタ紡織株式会社
トランスコスモス株式会社
株式会社ドリームインキュベータ
⻄松建設株式会社
⽇産⾃動⾞株式会社
⽇産専⽤船株式会社
株式会社⽇新
⽇清⾷品ホールディングス株式会社
株式会社⽇清製粉グループ本社
⽇清紡ホールディングス株式会社
株式会社ニッスイ
ニッタ株式会社
⽇鉄ケミカル＆マテリアル株式会社
⽇本クロージャー株式会社
⽇本軽⾦属株式会社
⽇本酸素ホールディングス株式会社
株式会社⽇本触媒
⽇本精⼯株式会社
⽇本製鉄株式会社
⽇本ゼオン株式会社

タカラバイオ株式会社
宝ホールディングス株式会社
株式会社⽵中⼯務店
株式会社タチエス
株式会社タムラ製作所
中外製薬株式会社
千代⽥インテグレ株式会社
千代⽥化⼯建設株式会社
株式会社槌屋
ティー・エス・ビー株式会社
株式会社ディー・エヌ・エー
テイ・エス テック株式会社
帝⼈株式会社
ディップソール株式会社
デクセリアルズ株式会社
テクノス株式会社
デルタ⼯業株式会社
テルモ株式会社
株式会社電通
東映アニメーション株式会社
株式会社東海理化
東京エレクトロン株式会社
東京海上⽇動⽕災保険株式会社
東京ガス株式会社
東京コスモス電機株式会社
株式会社東京精密

株式会社新進商会
スタイレム瀧定⼤阪株式会社
スタンレー電気株式会社
住友化学株式会社
住友⾦属鉱⼭株式会社
株式会社住友倉庫
住友電気⼯業株式会社
住友電装株式会社
世紀株式会社
セイコーエプソン株式会社
ゼブラ株式会社
千寿製薬株式会社
株式会社ソディック
ソニーグループ株式会社
ソフトバンク株式会社
ソフトバンクロボティクス株式会社
ソマール株式会社
株式会社ソミック⽯川
第⼀三共株式会社
太陽誘電株式会社
タイガースポリマー株式会社
株式会社⼤創産業
⼤⽇本印刷株式会社
株式会社ダイフク
太陽⽯油株式会社
⼤和ハウス⼯業株式会社

株式会社神⼾製鋼所
興和株式会社
株式会社興和⼯業所
株式会社コーセー
株式会社コスモスイニシア
株式会社サキコーポレーション
沢井製薬株式会社
サンデン株式会社
参天製薬株式会社
サントリーホールディングス株式会社
株式会社ジェイテクト
塩野義製薬株式会社
ジクシス株式会社
静岡ガス株式会社
株式会社静岡銀⾏
シスメックス株式会社
シチズン時計株式会社
シナノア株式会社
シミックソリューションズ株式会社
シャープ株式会社
株式会社ジャムコ
株式会社潤⼯社
株式会社商船三井
昭和産業株式会社
信越化学⼯業株式会社
新コスモス電機株式会社

Sample



参加企業 50⾳順 -3/3-

26© All rights reserved, Mercer Japan Ltd. 2023

株式会社ファイントゥデイ
不⼆製油グループ本社株式会社
富⼠フイルム株式会社
藤森⼯業株式会社
芙蓉総合リース株式会社
ブラザー⼯業株式会社
古野電気株式会社
兵神装備株式会社
本⽥技研⼯業株式会社
株式会社ホンダロジスティクス
株式会社前川製作所
株式会社マネーフォワード
株式会社マンダム
株式会社ミクニ
ミサワホーム株式会社
三井海洋開発株式会社
三井化学株式会社
三井住友DSアセットマネジメント株式会社
三井⽯油開発株式会社
三井倉庫エクスプレス株式会社
株式会社三井ハイテック
株式会社ミツバ
三菱ＨＣキャピタル株式会社
株式会社三菱ＵＦＪ銀⾏
三菱鉛筆株式会社
三菱ケミカル株式会社

⽇本電気硝⼦株式会社
⽇本特殊陶業株式会社
株式会社⽇本取引所グループ
⽇本発条株式会社
⽇本郵船株式会社
⽇本郵便株式会社
⽇本ガイシ株式会社
⽇本紙パルプ商事株式会社
株式会社⽇本経済新聞社
⽇本光電⼯業株式会社
⽇本シイエムケイ株式会社
⽇本電⼦株式会社
⽇本トランスシティ株式会社
⽇本ビジネスシステムズ株式会社
株式会社ネクスティ エレクトロニクス
株式会社ノーリツ
野村貿易株式会社
パーク24株式会社
パイオニア株式会社
ハイリマレリジャパン株式会社
株式会社博報堂
株式会社⻑⾕⼯コーポレーション
パナソニックオペレーショナルエクセレンス株式会社
バンドー化学株式会社
株式会社⽇⽴製作所
株式会社ファーストリテイリング

三菱地所株式会社
三菱重⼯業株式会社
三菱電線⼯業株式会社
三菱マテリアル株式会社
三ツ星ベルト株式会社
ミニストップ株式会社
ミヨシ油脂株式会社
株式会社ミルボン
村⽥機械株式会社
株式会社村⽥製作所
株式会社明治
株式会社明電舎
メタウォーター株式会社
株式会社物語コーポレーション
森永乳業株式会社
森村商事株式会社
森六ホールディングス株式会社
⽮崎総業株式会社
株式会社安永
ヤマザキマザック株式会社
ヤマト運輸株式会社
ヤマハ株式会社
ヤマハ発動機株式会社
株式会社ヤンマービジネスサービス
郵船ロジスティクス株式会社
株式会社ユーラスエナジーホールディングス

雪印メグミルク株式会社
ユニ・チャーム株式会社
ユニプレス株式会社
株式会社リコー
ルネサス エレクトロニクス株式会社
株式会社レゾナック
株式会社レント
株式会社ローソン
ロート製薬株式会社
ローム株式会社
ローランド株式会社
株式会社ロッテ
株式会社ワコール
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